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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、第３期中より中間連結財務諸表を開示しているため、第２期中については記載しておりません。 

３ 第２期および第３期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記

載しておりません。 

４ 第３期の潜在株式調整後１株当たり純利益については、当社株式は非上場のため市場価格がなく、合理的に

期中平均株価を算定することが困難なため記載しておりません。 

５ 第２期および第３期中ならびに第３期の１株当たり純資産額は期末発行済株式100,000株から自己株式5,000

株を控除した95,000株により算定しております。 

６ 従業員数欄の〔 〕外数は、臨時雇用者の平均雇用人員であります。また、従業員数に休職者は含まれてお

りません。 

７ 純資産額の算定にあたり、平成18年５月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期

会計期間

自 平成16年 
  ６月１日 
至  平成16年 
  11月30日

自 平成17年
  ６月１日 
至  平成17年 
  11月30日

自 平成18年
  ６月１日 
至  平成18年 
  11月30日

自 平成16年 
  ６月１日 
至  平成17年 
  ５月31日

自 平成17年
  ６月１日 
至  平成18年 
  ５月31日

売上高 (千円) － 3,894,730 4,419,426 8,303,817 8,358,115

経常利益 (千円) － 123,003 207,190 695,275 525,797

中間(当期)純利益 (千円) － 72,786 168,047 249,210 275,984

純資産額 (千円) － 541,660 1,831,989 468,874 767,285

総資産額 (千円) － 5,353,979 5,765,097 5,630,654 6,080,577

１株当たり純資産額 (円) － 5,701.69 16,071.39 4,935.52 7,840.62

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) － 766.17 1,616.65 2,588.64 2,905.10

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) － － 1,586.64 － －

自己資本比率 (％) － 10.1 31.4 8.3 12.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － △19,487 △317,870 △91,600 109,783

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － △156,930 △251,128 △314,825 △407,747

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － 143,080 455,052 427,231 261,527

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末) 
残高

(千円) － 905,980 796,716 940,601 907,399

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕

(名)
－

〔－〕
311
〔51〕

332
〔46〕

305
〔54〕

328
〔50〕



(2) 提出会社の経営指標等 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、第３期中より中間財務諸表を開示しているため、第２期中については記載しておりません。 

３ 第２期および第３期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記

載しておりません。 

４ 第３期の潜在株式調整後１株当たり純資産額については、当社株式は非上場のため市場価格がなく、合理的

に期中平均株価を算定することが困難なため記載しておりません。 

５ 第２期および第３期中ならびに第３期の１株当たり純資産額は期末発行済株式100,000株から自己株式5,000

株を控除した95,000株により算定しております。 

６ 従業員数欄の〔 〕外書は、臨時雇用者の平均雇用人員であります。また、従業員数に休職者は含まれてお

りません。 

７ 純資産額の算定にあたり、平成18年５月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期

会計期間

自 平成16年 
  ６月１日 
至  平成16年 
  11月30日

自 平成17年
  ６月１日 
至  平成17年 
  11月30日

自 平成18年
  ６月１日 
至  平成18年 
  11月30日

自 平成16年 
  ６月１日 
至  平成17年 
  ５月31日

自 平成17年
  ６月１日 
至  平成18年 
  ５月31日

売上高 (千円) － 3,125,793 2,787,592 6,784,680 6,529,866

経常利益 (千円) － 11,485 67,842 464,373 355,596

中間(当期)純利益 (千円) － 8,971 66,861 115,460 200,362

資本金 (千円) － 40,000 359,687 40,000 40,000

発行済株式総数 (株) － 100,000 112,500 100,000 100,000

純資産額 (千円) － 344,334 1,497,711 335,363 535,725

総資産額 (千円) － 4,623,101 4,766,876 4,892,700 4,938,853

１株当たり純資産額 (円) － 3,624.57 13,312.99 3,530.14 5,639.21

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) － 94.43 643.22 1,199.33 2,109.08

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) － － 631.28 － －

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) － 7.4 31.4 6.9 10.9

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕

(名)
－

〔－〕
252
〔46〕

234
〔38〕

247
〔49〕

233
〔43〕



２ 【事業の内容】 

(１)事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。 

  

(２)主要な関係会社の異動 

当中間連結会計期間において、当社の主要株主である株式会社ＤＧインキュベーションは、当社株式

の売却を行い、持株比率を５％未満としたため、当社グループ（当社および当社の関係会社）の関係会

社に該当しなくなりました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

上記「２事業の内容（２）主要な関係会社の異動」に記載のとおりであります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

（平成18年11月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。また産休等の事由による休職者６名は含めておりません。なお当社グル

ープから当社グループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む従業員数であり

ます。 

２ 従業員数欄(外書)内は、臨時雇用者の平均雇用人員数であります。 

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属している

ものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

（平成18年11月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人数であります。また産休等の事由による休職者３名は含めておりません。なお、当社から

他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む従業員数であります。 

２ ( )内は、臨時雇用者の平均雇用人員数であり、外書きしております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

教育事業 164（24）

出版事業 75（12）

研修事業 65（ 3）

全社(共通) 28（ 7）

合計 332（46）

従業員数（名） 234（38）



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、定率減税廃止による可処分所得の低下など、個人消費面

では減速感が感じられたものの、輸出関連を中心とした企業の業績回復、設備投資意欲の向上など、全

般的にはおおむね好調に推移いたしました。 

 このような経済環境のもと、当社グループ（当社および連結子会社）の属する教育業界においては、

大手・中堅出版社による語学関連書籍の出版、新規参入企業による語学系通信教育用教材の市場投入、

またニンテンドーＤＳ等の新しい携帯端末を通じたコンテンツの提供も多く、市場全般に活性化は図ら

れましたが、それによる競争激化の様相を呈し厳しい環境となりました。 

 こうした市場での厳しい競争の中で、当社グループといたしましては更に「顧客満足度」の充実を図

るべく積極的な企画・制作を推進し、これまで培ってきたコンテンツを生かし、「アナログからデジタ

ルへ」の変革に努めてまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間における業績は、売上高4,419百万円（前中間連結会計期間比

13.5％増）、営業利益125百万円（前中間連結会計期間比1.7％増）、経常利益207百万円（前中間連結

会計期間比68.4％増）、中間純利益168百万円（前中間連結会計期間比130.9％増）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間については、特別利益にて処理した前受金の過年度売上高振替額63百万円

を計上しております。これは、平成18年10月付で新顧客管理システムへ旧顧客管理システムよりデータ

移行をした際に個人顧客前受金残高の過年度売上高振替額が判明したものであります。 

（教育事業） 

当中間連結会計期間における教育事業の売上高は、前中間連結会計期間比20.1％増の2,952百万円

であります。 

 主な増加要因は主力製品であるTOEIC等の資格通信教育用教材の公式テスト改訂による影響がでた

ものの、平成18年５月初めより開始した通信教育用教材のテキスト一括・随時発送が開始されたこと

および前連結会計年度より連結子会社化したグローバルパートナーズ株式会社、株式会社ワールドリ

ンクの業績が順調に推移していることによります。 

 営業利益は、通信教育用教材のリニューアルを積極的に推進したこと及び、新eラーニングシステ

ム教材「アルクネットアカデミー２」販売開始による製品原価増加の影響、平成18年５月に稼動開始

した「新顧客管理システム」等の減価償却費負担増などの影響もあり前中間連結会計期間比19.4％増

の411百万円にとなりました。 

（出版事業） 

出版事業では、取次業者からの返品の影響、広告収入を主たる収益とする媒体誌の広告収入減少に

よる影響で、売上高は前中間連結会計期間比4.2％減の899百万円となりました。営業費用は、売上高

の状況を踏まえ費用圧縮に努め、前中間連結会計期間比8.5％減の894百万円となりました。この結

果、営業利益は前中間連結会計期間に対し43百万円増加の４百万円となり黒字に転換しました。 



（研修事業） 

研修事業については、大手取引先企業の積極的な社員教育への投資の影響により売上高は前中間連

結会計期間比14.0％増の567百万円、営業利益は前中間連結会計期間比2.9％増の49百万円と堅調に推

移しております。各企業が人材育成に注力していく背景もあり、また連結子会社である株式会社アル

ク教育社の様々な研修提案力によるものであります。 

  

なお、全社経費は、上場費用および前連結会計年度末に完成した新顧客管理システムの償却費負担

増などによる影響で前中間連結会計期間比47.5％増の340百万円となりました。従いまして、全社営

業利益で前中間連結会計期間比1.7％増の125百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上高増加等の要因

により税金等調整前中間純利益が270百万円（対前中間連結会計期間比110.1％増）となり、また、増資

および自己株式の売却等により財務活動による収入が895百万円ありましたが、借入金の返済、前受金

の振替、法人税等の支払、固定資産の取得等による支出要因があったことから、当中間連結会計期間末

の資金は前連結会計年度末に比べ110百万円減少し、796百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果支出した資金は317百万円（前中間連結会計期間は19百

万円の支出）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益が270百万円に加え、売上債権の減

少額362百万円（対前中間連結会計期間比39.6％増）および減価償却費152百万円（対前中間連結会計期

間比153.2％増）の計上、通信教育用教材テキスト一括・随時発送の開始に伴う前受金の減少額729百万

円、たな卸資産の増加額169百万円、仕入債務の減少額122百万円があったことを反映したものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は251百万円（対前中間連結会計期間比60.0％増）となりました。これ

は主に、営業支援システム開発に伴うソフトウェア設備の取得、eラーニングシステムのプログラム開

発による支出198百万円があったことを反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による収入は455百万円（対前中間連結会計期間比218.0％増）となりました。これは平成18

年８月ジャスダック市場への株式上場に伴う一般公募増資および平成18年９月の第三者割当増資により

639百万円と平成18年８月の自己株式の売却により255百万円の資金を調達したものの、一方で金融機関

からの借入金430百万円を返済したことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
(単位：千円) 

 
(注) １ 金額は、実際価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 
(単位：千円) 

 
(注) １ 金額は、実際価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当社グループ(当社および連結子会社)は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
(単位：千円) 

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前年同期比(％)

教育事業 541,092 △21.0

出版事業 535,922 △22.3

研修事業 － －

合計 1,077,015 △21.6

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前年同期比(％)

教育事業 92,617 △24.1

出版事業 83,152 △8.6

研修事業 179,253 ＋6.1

合計 355,023 △7.0

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前年同期比(％)

教育事業 2,952,575 ＋20.1

出版事業 899,284 △4.2

研修事業 567,566 ＋14.0

合計 4,419,426 ＋13.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定 

 しております。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっ 

 てはグループ会議において提出会社を中心に調整を図っております。 

  なお、平成18年11月30日における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

（1）重要な設備の新設 

  

 
(注)１ 完成後の増加能力については、合理的に見積もれないので記載しておりません。 

  ２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

（2）重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

  

会社名
事業所名 
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額(千円)

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力
（注）１総額 既支払額

㈱アルク
本社 
(東京都 

 杉並区)
教育事業

顧客専用プ
ログラム

250,000 81,637 増資資金
平成18年
10月

平成18年
12月

―

㈱アルク
本社 
(東京都 

 杉並区)
出版事業

コンテンツ
配信プログ
ラム

150,000 ― 増資資金
平成18年
12月

平成18年
12月

―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  提出日現在の発行数には、平成19年２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧転換社

債等の権利行使を含む。以下同様。）により発行された株式数は、含まれおりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとお

りであります。 

① 新株予約権 

臨時株主総会の特別決議日(平成17年11月25日) 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000

計 400,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年11月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年２月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 112,500 112,500
ジャスダック
証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 112,500 112,500 ― ―

中間会計期間末現在
(平成18年11月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年１月31日)

新株予約権の数(個) 4,330(注)１ 4,300(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(数) 4,330 4,300

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり40,000(注)２ １株当たり40,000(注)２

新株予約権の行使期間
平成19年12月９日～
平成21年12月８日

平成19年12月９日～ 
平成21年12月８日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  40,000円
資本組入額 20,000円

発行価格  40,000円 
資本組入額 20,000円



 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、１株当たり行使価額を下回る価額で新株を発行するとき(自己株式の処分、及び転換予約権付株式、

強制転換条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債等の発行が当社普通株式の発行と同視すべきものとさ

れる場合を含む。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果１円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り上げる。 

中間会計期間末現在
(平成18年11月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年１月31日)

新株予約権の行使の条件

１ 新株予約権の発行を受け
た権利者が当社もしくは当
社子会社の常勤取締役、常
勤監査役又は従業員である
ときは、当社または該当子
会社における現在の地位
（取締役、監査役、従業員
の地位）を継続的に保有す
る限り、割当を受けた数の
新株予約権の一部または全
部を行使することができ
る。ただし、これ等の地位
を失った場合でも、任期満
了による退任、定年退職、
その他正当な理由があるも
のと取締役会で承認した場
合ならびに相続により新株
予約権を取得した場合はこ
の限りではない。
２ 前項の規定に従い権利行
使が可能となった新株予約
権は、同予約権者が死亡し
たときも相続人１名に限り
これを承継し行使すること
ができる。但し、死亡の時
より１年以内に行使されな
かったときはこの限りでは
ない。
３ 新株予約権の発行を受け
た権利者が新株予約権発行
時において当社との間で契
約を締結している社外の重
要な取引者である場合に
は、新株予約権行使時にお
いても当該契約が有効に存
続している限り、割当を受
けた数の新株予約権の一部
または全部を行使すること
ができる。
４ 各新株予約権の一部行使
はできないものとする。
５ 新株予約権者は、当社の
普通株式が国内の証券市場
に上場された場合に限り、
新株予約権を行使すること
ができる。
６ その他の条件について
は、当社と新株予約権の割
当を受けた者との間で締結
する新株予約権割当契約に
定めるところによる。

１ 新株予約権の発行を受け
た権利者が当社もしくは当
社子会社の常勤取締役、常
勤監査役又は従業員である
ときは、当社または該当子
会社における現在の地位
（取締役、監査役、従業員
の地位）を継続的に保有す
る限り、割当を受けた数の
新株予約権の一部または全
部を行使することができ
る。ただし、これ等の地位
を失った場合でも、任期満
了による退任、定年退職、
その他正当な理由があるも
のと取締役会で承認した場
合ならびに相続により新株
予約権を取得した場合はこ
の限りではない。
２ 前項の規定に従い権利行
使が可能となった新株予約
権は、同予約権者が死亡し
たときも相続人１名に限り
これを承継し行使すること
ができる。但し、死亡の時
より１年以内に行使されな
かったときはこの限りでは
ない。
３ 新株予約権の発行を受け
た権利者が新株予約権発行
時において当社との間で契
約を締結している社外の重
要な取引者である場合に
は、新株予約権行使時にお
いても当該契約が有効に存
続している限り、割当を受
けた数の新株予約権の一部
または全部を行使すること
ができる。
４ 各新株予約権の一部行使
はできないものとする。
５ 新株予約権者は、当社の
普通株式が国内の証券市場
に上場された場合に限り、
新株予約権を行使すること
ができる。
６ その他の条件について
は、当社と新株予約権の割
当を受けた者との間で締結
する新株予約権割当契約に
定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。

新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―――――――――― ――――――――――

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前１株当たり行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）１ 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格（募集価格）  55,000円 

発行価額（引受価格）  51,150円 

資本組入額       25,575円 

払込金総額     511,500千円 

 ２ 自己株式の処分による売出し（引受人の買取引受による売出し） 

発行価格（募集価格）  55,000円 

売出価額（引受価格）  51,150円 

自己株式処分差額   55,750千円 

 ３ 有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 

発行価格        51,150円 

資本組入額       25,575円 

割当先         野村證券株式会社 

  

(4) 【大株主の状況】 

(平成18年11月30日現在) 

 
（注）  前事業年度末現在主要株主であった株式会社ＤＧインキュベーションは、当中間期末では主要株主ではな

くなりました。 

  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年８月24日(注)１ 10,000 110,000 255,750 295,750 255,750 255,750

平成18年８月24日(注)２ ― 110,000 ― 295,750 55,750 311,500

平成18年９月25日(注)３ 2,500 112,500 63,937 359,687 63,937 375,437

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

平本 照麿 東京都杉並区 28,050 24.93

ＳＵＮＭＡＬＯ株式会社 東京都杉並区下高井戸２-21-14 13,000 11.56

平本 英麿 東京都杉並区 5,000 4.44

平本 順子 東京都杉並区 5,000 4.44

エヌ・ティ・ティレゾナント株式会社 東京都千代田区大手町２-４-５ 5,000 4.44

ＨＳＢＣファンドサービシィズスパークスア
セットマネジメントコーポレイテッド
（常任代理人香港上海銀行東京支店）

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG

(東京都中央区日本橋３－11－１)
3,800 3.38

平本 和子 東京都渋谷区 3,000 2.67

株式会社ベネッセコーポレーション 岡山県岡山市南方３-７-17 3,000 2.67

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 2,102 1.87

株式会社ウィザス 大阪府大阪市中央区備後町３-６-２ 2,050 1.82

計 ― 70,002 62.22



(5) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(平成18年11月30日現在) 

 
  

②【自己株式等】 

    該当事項はありません。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
（注） １ 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

 ２ 当社は、平成18年８月25日付でジャスダック証券取引所に上場しましたので、同日以降の株価について  

記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 （役職の異動） 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)    ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式112,500 112,500
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 112,500 ― ―

総株主の議決権 ― 112,500 ―

月別 平成18年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) ― ― 165,000 115,000 83,400 65,100

最低(円) ― ― 82,500 55,900 62,500 48,100

役員の氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

影山 哲也 取締役副社長兼管理本部長 取締役副社長兼管理本部長兼総務部長 平成18年12月１日

原  修一 専務取締役事業本部長 専務取締役制作本部長 平成18年12月１日

吉田 明彦 取締役営業本部長 取締役営業本部長兼出版営業局長 平成18年12月１日

森田 正康 取締役新規ＷＥＢ事業担当 取締役営業本部インターネット事業部長 平成18年12月１日

古林 康広
取締役事業本部副本部長兼 

ネットアカデミー事業部長
取締役ネットアカデミー事業部長 平成18年12月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年６月１日から平成17年11月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年６月１日から平成18年11月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年６月１日から平成17年11月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年６月１日から平成18年11月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年６月１日から平成17年

11月30日)および当中間連結会計期間(平成18年６月１日から平成18年11月30日まで)の中間連結財務諸表

ならびに、前中間会計期間(平成17年６月１日から平成17年11月30日)および当中間会計期間(平成18年６

月１日から平成18年11月30日まで)の中間財務諸表について、太陽ＡＳＧ監査法人により中間監査を受け

ております。 

 また、前中間連結会計期間及び前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年７月21日提出の有価

証券届出書に添付されたものによっております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年11月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年11月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 905,980 796,716 907,399

２ 受取手形及び売掛金 1,110,956 1,269,383 1,632,295

３ たな卸資産 897,355 1,039,507 869,934

４ 繰延税金資産 85,957 85,519 83,676

５ その他 119,307 190,368 228,668

貸倒引当金 △23,079 △19,952 △29,616

流動資産合計 3,096,477 57.8 3,361,544 58.3 3,692,358 60.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物及び構築物 ※２ 236,485 235,860 241,602

(2) 工具器具及び備品 91,507 206,599 211,463

(3) 土地 ※２ 496,450 496,450 496,450

(4) 建設仮勘定 118,030 ― 1,516

(5) その他 422 942,896 2,321 941,232 2,700 953,733

２ 無形固定資産

(1) 営業権 138,545 ― 118,753

(2) 連結調整勘定 ― ― 42,011

(3) のれん ※４ ― 138,052 ―

(4) 商標権 149,746 130,432 140,089

(5) ソフトウェア 196,923 760,865 731,160

(6) ソフトウェア 
  仮勘定

488,957 86,887 60,152

(7) その他 15,457 989,631 15,457 1,131,695 15,457 1,107,625

３ 投資その他の資産

(1) 長期貸付金 ― ― 900

(2) 保険積立金 163,943 166,640 167,619

(3) 繰延税金資産 37,174 8,231 3,771

(4) その他 121,105 322,223 155,752 330,625 152,318 324,609

固定資産合計 2,254,751 42.1 2,403,553 41.7 2,385,968 39.3

Ⅲ 繰延資産 2,750 0.1 ― ― 2,250 0.0

資産合計 5,353,979 100.0 5,765,097 100.0 6,080,577 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成17年11月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年11月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 420,831 316,533 439,337

２ 一年内返済予定社債 ― 420,000 ―

３ 短期借入金 ※２ 866,000 944,808 1,167,787

４ 未払金 505,675 476,243 461,435

５ 未払法人税等 43,641 113,231 105,342

６ 前受金 1,147,990 485,629 1,215,595

７ 繰延税金負債 1,208 ― ―

８ 賞与引当金 118,621 120,662 129,355

９ 返品調整引当金 105,600 73,530 131,260

10 その他 ※３ 39,926 100,030 164,613

流動負債合計 3,249,494 60.7 3,050,668 52.9 3,814,726 62.7

Ⅱ 固定負債

１ 社債 800,000 418,250 830,000

２ 長期借入金 ※２ 676,000 402,261 609,355

３ 繰延税金負債 7,946 8,142 9,326

４ 退職給付引当金 50,342 53,785 49,884

５ 連結調整勘定 28,534 ― ―

固定負債合計 1,562,824 29.2 882,439 15.3 1,498,565 24.7

負債合計 4,812,318 89.9 3,933,107 68.2 5,313,291 87.4

（資本の部）

Ⅰ 資本金 40,000 0.7 ― ― ― ―

Ⅱ 利益剰余金 701,660 13.1 ― ― ― ―

Ⅲ 自己株式 △200,000 △3.7 ― ― ― ―

資本合計 541,660 10.1 ― ― ― ―

負債及び資本合計 5,353,979 100.0 ― ― ― ―

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 359,687 6.2 40,000 0.6

２ 資本剰余金 ― ― 375,437 6.5 ― ―

３ 利益剰余金 ― ― 1,072,906 18.7 904,858 14.9

４ 自己株式 ― ― ― ― △200,000 △3.3

株主資本合計 ― ― 1,808,031 31.4 744,858 12.2

Ⅱ 少数株主持分 ― ― 23,957 0.4 22,426 0.4

純資産合計 ― ― 1,831,989 31.8 767,285 12.6

負債純資産合計 ― ― 5,765,097 100.0 6,080,577 100.0



②【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,894,730 100.0 4,419,426 100.0 8,358,115 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 1,925,241 49.4 2,320,625 52.5 4,073,924 48.7

 売上総利益 1,969,489 50.6 2,098,800 47.5 4,284,190 51.3

 返品調整引当金戻入額 100,200 2.5 131,260 3.0 100,200 1.2

 返品調整引当金繰入額 105,600 2.7 73,530 1.7 131,260 1.6

 差引売上総利益 1,964,089 50.4 2,156,530 48.8 4,253,130 50.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 1,840,913 47.2 2,031,320 46.0 3,674,757 44.0

  営業利益 123,175 3.2 125,210 2.8 578,373 6.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 49 744 132

 ２ 受取配当金 64 4 10

 ３ 連結調整勘定償却 4,076 ― 4,714

 ４ 消費税等免税益 ※３ 18,907 ― 37,888

 ５ 通貨オプション評価益 ― 79,619 ―

 ６ 為替差益 ― 5,526 3,647

 ７ その他 5,175 28,273 0.7 21,690 107,584 2.5 9,793 56,186 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 20,705 22,082 42,548

 ２ 株式交付費 － 1,674 －

 ３ 社債発行差金償却 － － 750 

 ４ 社債発行費 4,400 ― 4,400

 ５ 通貨オプション評価損 ― ― 55,758

 ６ その他 3,338 28,444 0.7 1,847 25,604 0.6 5,305 108,762 1.3

  経常利益 123,003 3.2 207,190 4.7 525,797 6.3

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 6,221 ― 6,221

 ２ 過年度損益修正益 ※５ ― 6,221 0.1 63,141 63,141 1.4 ― 6,221 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除売却損 ※４ 708 708 0.0 304 304 0.0 10,858 10,858 0.1 

  税金等調整前中間 
  (当期)純利益

128,517 3.3 270,027 6.1 521,160 6.2

  法人税、住民税及び 
  事業税

36,482 107,934 189,715

  法人税等調整額 19,247 55,730 1.4 △7,486 100,448 2.3 55,102 244,817 2.9

  少数株主損益 ― ― (減算)1,531 △0.0 (減算)358 △0.0

  中間(当期)純利益 72,786 1.9 168,047 3.8 275,984 3.3



③【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 628,874

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 中間純利益 72,786 72,786

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高 701,660



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

株主資本
少数株主 

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年５月31日残高(千円) 40,000 － 904,858 △200,000 744,858 22,426 767,285

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 319,687 319,687 639,375 639,375

 中間純利益 168,047 168,047 168,047

 自己株式の処分 55,750 200,000 255,750 255,750

 株主資本以外の項目の中間連結  

 会計期間中の変動額(純額)
1,531 1,531

中間連結会計期間中の変動額合計 

 (千円)
319,687 375,437 168,047 200,000 1,063,172 1,531 1,064,704

平成18年11月30日残高(千円) 359,687 375,437 1,072,906 － 1,808,031 23,957 1,831,989

株主資本
少数株主持分 純資産合計

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年５月31日残高(千円) 40,000 628,874 △200,000 468,874 － 468,874

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 275,984 275,984 275,984

 株主資本以外の項目の連結会計年度 

 中の変動額（純額）
22,426 22,426

連結会計年度中の変動額合計(千円) － 275,984 － 275,984 22,426 298,410

平成18年5月31日残高(千円) 40,000 904,858 △200,000 744,858 22,426 767,285



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 128,517 270,027 521,160

減価償却費 60,044 152,057 138,493

商標権償却 9,657 9,657 19,314

営業権償却 19,792 ― 39,584

連結調整勘定償却 △4,076 ― △4,714

のれん償却額 － 22,712 －

貸倒引当金の減少額 △6,715 △9,663 △179

賞与引当金の減少額 △61,103 △8,693 △50,368

返品調整引当金の増減額(△は減少) 5,400 △57,730 31,060

退職給付引当金の増減額（△は減少） △260 3,901 △719

受取利息及び受取配当金 △113 △748 △142

支払利息 20,705 22,082 42,548

固定資産除売却損 708 304 10,858

通貨オプション評価損 － － 55,758

通貨オプション評価益 － △79,619 －

社債発行費 4,400 － 4,400

社債発行差金償却 250 － 750

売上債権の増減額(△は増加) 260,003 362,912 △255,688

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,877 △169,573 40,833

仕入債務の減少額 △299,696 △122,803 △281,191

前受金の減少額 △84,979 △729,966 △49,847

未払金の増減額(△は減少) △92,281 67,984 4,847

未払消費税等の増減額(△は減少) 4,059 32,451 △8,135

その他 135,955 43,062 90,798

小計 106,143 △191,644 349,422

利息及び配当金の受取額 114 730 143

利息の支払額 △20,900 △22,640 △43,231

法人税等の支払額 △104,845 △104,316 △196,551

営業活動によるキャッシュ・フロー △19,487 △317,870 109,783

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △28,298 △50,300 △84,555

無形固定資産の取得による支出 △101,357 △198,234 △367,083

連結子会社の取得による収入 ※2 － － 75,614

貸付けによる支出 － △546 △1,356

貸付金の回収による収入 655 768 1,341

その他 △27,930 △2,815 △31,708

投資活動によるキャッシュ・フロー △156,930 △251,128 △407,747



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 390,000 590,000 1,090,000

短期借入金の返済による支出 △300,000 △728,335 △791,665

長期借入れによる収入 200,000 150,000 520,000

長期借入金の返済による支出 △339,520 △441,738 △749,408

社債の償還による支出 － △10,000 －

社債の発行による収入 192,600 － 192,600

新株式の発行による収入 － 639,375 －

自己株式の売却による収入 － 255,750 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 143,080 455,052 261,527

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,282 3,265 3,235

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △34,620 △110,682 △33,201

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 940,601 907,399 940,601

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末

(期末)残高
※1 905,980 796,716 907,399



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   

  

  

  

  

  

  

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 すべての子会社を連結し

ております。 

連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

株式会社アルク教育社 

株式会社スペースアルク

 すべての子会社を連結し

ております。 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

株式会社アルク教育社 

株式会社スペースアルク 

グローバルパートナーズ株

式会社 

株式会社ワールドリンク

 すべての子会社を連結し

ております。 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

株式会社アルク教育社 

株式会社スペースアルク 

グローバルパートナーズ株

式会社 

株式会社ワールドリンク 

 当連結会計年度におい

て、新たにグローバルパー

トナーズ株式会社の発行済

株式の45％を取得しまし

た。これによりグローバル

パートナーズ株式会社と同

社が発行済株式の51％を保

有する株式会社ワールドリ

ンクを当社の連結子会社に

含めることとしました。な

お、当該連結子会社２社は

いずれも平成18年2月28日

とみなし取得日として業績

を反映しております。

２ 持分法の適用に関

する事項

該当事項はありません。 同左 同左

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 すべての連結子会社の中

間会計期間の末日は、中間

連結決算日と一致しており

ます。

 

 連結子会社のうち、下記の

会社について中間決算日が中

間連結決算日と異なっており

ますが、中間決算日の差異が

３ヶ月を越えないため、当該

子会社の中間決算日における

中間財務諸表を使用しており

ます。 

 なお、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行な

っております。 

 

連結子会社 中間決算日

グローバルパート

ナーズ株式会社
9月30日

株式会社ワールド

リンク
9月30日

 

 連結子会社のうち、下記の

会社について決算日が連結決

算日と異なっておりますが、

決算日の差異が３ヶ月を越え

ないため、当該子会社の決算

日における財務諸表を使用し

ております。 

 なお、連結決算日との間に

生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行なって

おります。 

 

 

連結子会社 決算日

グローバルパート

ナーズ株式会社
3月31日

株式会社ワールド

リンク
3月31日



  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1)重要な資産の評

価基準および評価

方法

① 有価証券

 a その他有価証券

  時価のあるもの

 中間連結決算期末

日の市場価格等に基

づく時価法（評価差

額は全部資本直入法

により処理し、売却

原価は、移動平均法

により算定しており

ます。）

① 有価証券

 a その他有価証券

  時価のあるもの

 中間連結決算期末

日の市場価格等に基

づく時価法（評価差

額は全部純資産直入

法により処理し、売

却原価は、移動平均

法により算定してお

ります。）

① 有価証券

 a その他有価証券

  時価のあるもの

 連結決算期末日の

市場価格等に基づく

時価法（評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。ただし、時価ヘ

ッジしているものに

ついては評価差額を

損益に計上しており

ます。）

  時価のないもの

 移動平均法による

原価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

② デリバティブ

  時価法

② デリバティブ

同左

② デリバティブ

同左

③ たな卸資産

 ａ 商品・製品

  総平均法による原価法

 なお、製品のうち

書籍については、法

人税法の規定に基づ

く単行本在庫調整勘

定の限度相当額を評

価損として計上し、

中間連結貸借対照表

上はたな卸資産から

直接控除して表示し

ております。

③ たな卸資産

 ａ 商品・製品

同左

③ たな卸資産

 ａ 商品・製品

  総平均法による原価法

 なお、製品のうち

書籍については、法

人税法の規定に基づ

く単行本在庫調整勘

定の限度相当額を評

価損として計上し、

連結貸借対照表上は

たな卸資産から直接

控除して表示してお

ります。

 ｂ 仕掛品

  個別法による原価法

 ｃ 貯蔵品

  最終仕入原価法

 ｂ 仕掛品

同左

 ｃ 貯蔵品

同左

 ｂ 仕掛品

同左

 ｃ 貯蔵品

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 (2)重要な減価償却

資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産

   定率法を採用してお

ります。

   ただし、建物（建物

付属設備を除く）につ

いては定額法によって

おります。

   なお、耐用年数およ

び残存価額について

は、法人税法の規定す

る方法と同一の基準に

よっております。

① 有形固定資産

同左

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産

 定額法を採用してお

ります。

 定額法を採用してお

ります。

 定額法を採用してお

ります。

 自社利用目的のソフ

トウェアについては社

内における利用可能期

間（５年）に基づいて

おります。

 自社利用目的のソフ

トウェアについては社

内における利用可能期

間（５年）に基づいて

おります。

 自社利用目的のソフ

トウェアについては社

内における利用可能期

間（５年）に基づいて

おります。

 営業権については、

５年間での均等償却を

行っており、未償却残

高は無形固定資産の

「営業権」として表示

しております。

 のれんについては、

５年間の均等償却を行

っており、未償却残高

は無形固定資産の「の

れん」として表示して

おります。

 営業権については、

５年間の均等償却を行

っており、未償却残高

は無形固定資産の「営

業権」として表示して

おります。

商標権  10年 商標権  10年 商標権  10年

③ 長期前払費用

   定額法を採用してお

ります。 

 

③ 長期前払費用

同左

③ 長期前払費用

同左

 (3)重要な繰延資産

の処理方法

① 社債発行費 

 支払時に全額費用処

理しております。

① 社債発行費 

     同左

① 社債発行費 

     同左

② 社債発行差金 

 社債の償還期間にわ

たり均等償却しており

ます。

② ――――― ② 社債発行差金 

 社債の償還期間にわたり

均等償却しております。

③ ――――― ③ 株式交付費 

 支払時に全額費用処

理しております。

③ ―――――



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 (4)外貨建の資産お

よび負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

 (5)重要な引当金の

計上基準

① 貸倒引当金

   売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上

しております。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

   従業員の賞与の支給

に充てるため、将来の

支給見込額のうち当中

間連結会計期間の負担

額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

   従業員の賞与の支給

に充てるため、将来の

支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を

計上しております。

③ 返品調整引当金

   製品(出版物)の返品

による損失に備えるた

め、当中間連結会計期

間末の売掛債権を基礎

として返品見込額の売

買利益相当額を計上し

ております。

③ 返品調整引当金

同左

③ 返品調整引当金

   製品(出版物)の返品

による損失に備えるた

め、当連結会計年度末

の売掛債権を基礎とし

て返品見込額の売買利

益相当額を計上してお

ります。

④ 退職給付引当金

   従業員に対する退職

給付に備えるため、当

中間連結会計期間末に

おける退職給付債務に

基づき、計上しており

ます。

④ 退職給付引当金

同左

④ 退職給付引当金

   従業員に対する退職

給付に備えるため、当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務に基づ

き、計上しておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 (6）重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 

同左 同左

 (7）その他中間連結

財務諸表作成のた

めの基本となる重

要な事項

① 消費税等の会計処理

   消費税および地方消

費税の会計処理は、税

抜方式を採用しており

ます。

   なお、当中間連結会

計期間において連結子

会社である株式会社ア

ルク教育社は、消費税

の免税事業者でありま

す。

① 消費税等の会計処理

   消費税および地方消

費税の会計処理は、税

抜方式を採用しており

ます。

① 消費税等の会計処理

   消費税および地方消

費税の会計処理は、税

抜方式を採用しており

ます。

   なお、当連結会計年

度において連結子会

社である株式会社ア

ルク教育社は、消費

税の免税事業者であ

ります。

② 「法人税、住民税およ

び事業税」ならびに

「法人税等調整額」の

計上方法

   中間連結会計期間に

係る納付税額および法

人税等調整額は、当中

間連結会計期間におい

て予定している利益処

分による特別償却準備

金の積立ておよび取崩

しを前提として、当中

間連結会計期間に係る

金額を計算しておりま

す。

② 「法人税、住民税およ

び事業税」ならびに

「法人税等調整額」の

計上方法

   中間連結会計期間に

係る納付税額および法

人税等調整額は、当中

間連結会計期間におい

て予定している特別償

却準備金の積立ておよ

び取崩しを前提とし

て、当中間連結会計期

間に係る金額を計算し

ております。

②     ――――――

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

 手許現金、要求払預金お

よび取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない短期的な投資であり

ます。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))および「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――――― ――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。従来の「資本の

部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

744,858千円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
 自 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

―――――――― （企業結合に係る会計基準等）

 当中間連結会計期間より「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は以下のとおりであります。

 （中間連結貸借対照表）

 「営業権」および「連結調整勘

定」は、当中間連結会計期間から

「のれん」として一括表示しており

ます。

 （中間連結キャッシュ・フロー

計算書）

 「連結調整勘定償却」及び「営業

権償却」は当中間連結会計期間から

「のれん償却額」として一括表示し

ております。

――――――――

――――――――  （繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い、金融商品に関する会計

基準）

 当中間連結会計期間より、「繰延

資産の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成18

年8月11日 実務対応報告第19号）

および「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18

年8月11日改正 実務対応報告第10

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお前中間連結会計期間

において繰延資産として計上してお

りました社債発行差金1,750千円

は、当中間連結会計期間より、社債

から控除しております。 

――――――――



 表示方法の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「長期貸付金」(当中間連結会計期間は350千円)は資産

総額の百分の五以下となったため、投資その他の資産

の「その他」に含めて表示することとしました。

――――――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年11月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年11月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年５月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、307,487 千円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、386,562 千円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、342,543 千円でありま

す。

※２ 担保資産

 (1）担保に供している資産

建物及び 
構築物

205,925千円

土地 490,000千円

計 695,925千円

※２ 担保資産

 (1）担保に供している資産

建物及び
構築物

197,915千円

土地 490,000千円

計 687,915千円

※２ 担保資産

 (1）担保に供している資産

建物及び
構築物

202,151千円

土地 490,000千円

計 692,152千円

 (2）上記に対する債務

短期借入金 355,720千円

長期借入金 311,700千円

計 667,420千円

 (2）上記に対する債務

短期借入金 483,300千円

長期借入金 267,000千円

計 750,300千円

 (2）上記に対する債務

短期借入金 418,300千円

長期借入金 329,000千円

計 747,300千円

※３ 消費税等の取扱い

 仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しておりま

す。

※３ 消費税等の取扱い

同左

※３ ―――――――――

※４ ―――――――――

 

※４ 「のれん」および「負ののれ

ん」の表示 

   「のれん」および「負ののれ

ん」は相殺表示しております。

相殺前の金額は次のとおりであ

ります。

のれん 165,344千円

負ののれん 27,292千円

差引 138,052千円

※４ ―――――――――

 ５ ―――――――――

 

 ５ コミットメントライン

   当社においては、資金の効率

的な調達をおこなうことを目的

に、取引銀行１行と当座貸越契

約及び特定融資枠（コミットメ

ントライン）契約を締結してお

ります。 

 当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越及び特定融資枠（コ

ミットメントライン）契約に係

る借入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越限度額
及び特定融資枠
（コミットメン
トライン）契約
の総額

500,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 300,000千円

 ５ ―――――――――



注記事項 

(中間連結損益計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品中間期末たな卸高に対し法

人税法の規定による単行本在庫

調整勘定の繰入限度額の洗替え

による評価減をおこない売上原

価に算入しております。

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品中間期末たな卸高に対し法

人税法の規定による単行本在庫

調整勘定の繰入限度額の洗替え

による評価減をおこない売上原

価に算入しております。

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品期末たな卸高に対し法人税

法の規定による単行本在庫調整

勘定の繰入限度額の洗替えによ

る評価減をおこない売上原価に

算入しております。

当期繰入額 265,320千円

当期戻入額 191,040千円

   差引 74,280千円

当期繰入額 181,970千円

当期戻入額 187,030千円

   差引 △5,060千円

当期繰入額 187,030千円

当期戻入額 191,040千円

  差引 △4,010千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。

広告宣伝費 464,279千円

販売手数料 113,717千円

発送運賃 306,516千円

給料手当 422,586千円

貸倒引当金 
繰入額

986千円

賞与引当金 
繰入額

28,110千円

退職給付費用 9,806千円

減価償却費 50,374千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。

広告宣伝費 435,497千円

販売手数料 141,082千円

発送運賃 233,972千円

給料手当 491,847千円

貸倒引当金
繰入額

―千円

賞与引当金
繰入額

40,929千円

退職給付費用 14,256千円

減価償却費 115,280千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。

広告宣伝費 906,867千円

販売手数料 254,266千円

発送運賃 548,907千円

給与手当 874,828千円

貸倒引当金
繰入額

13,532千円

賞与引当金
繰入額

47,035千円

退職給付費用 24,491千円

減価償却費 117,451千円

※３ 消費税等免税益の内容は、次

のとおりであります。

   当社の連結子会社である株式

会社アルク教育社は、消費税の

免税事業者であります。中間連

結財務諸表作成上、仮払消費税

および仮受消費税の純額を営業

外収益の消費税等免税益として

処理しております。

※３ ――――――――― ※３ 消費税等免税益の内容は、次

のとおりであります。

   当社の連結子会社である株式

会社アルク教育社は、消費税の

免税事業者であります。連結財

務諸表作成上、仮払消費税およ

び仮受消費税の純額を営業外収

益の消費税等免税益として処理

しております。

 

※４ 固定資産除売却損の内容は、

次のとおりであります。

構築物 44千円

工具器具 
及び備品

663千円

合計 708千円
 

※４ 固定資産除売却損の内容は、

次のとおりであります。

工具器具
及び備品

304千円

合計 304千円
    

※４ 固定資産除売却損の内容は、

次のとおりであります。

ソフトウェア 
仮勘定

7,072千円

建物及び
構築物

2,925千円

工具器具
及び備品

859千円

合計 10,858千円



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

※５ ―――――――――

 

※５ 当社グループでは、平成18年

５月に新顧客管理システムを完

成させ使用開始いたしました。

また平成18年10月に旧顧客管理

システムより全てのデータ移管

をしております。 

 新旧システムのデータ移管

後、システムの保有するデータ

との整合性等を精査してまいり

ましたが、旧顧客管理システム

の保有する個人顧客別前受金の

うち、過年度における個人顧客

別前受金の売上高への振替処理

が不足となっていることが判明

致しました。 

 これに伴う過年度の振替額は

次のとおりであります。

過年度損益修正益

㈱アルク 52,884千円

㈱アルク教育社 10,257千円

 合計 63,141千円

※５ ―――――――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 新株発行増資による増加  12,500株 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 市場への処分による減少  5,000株 

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成17年新株予約権の減少は、退職によって権利を失ったものであります。 

３ 平成17年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

４ 配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  
  
前連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成17年新株予約権の増加は、権利を付与したものであります。 

平成17年新株予約権の減少は、退職によって権利を失ったものであります。 

３ 平成17年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

４ 配当に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 100,000 12,500 ― 112,500

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 5,000 ― 5,000 ―

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当中間連結会計期

間末残高（千円）
前連結会計年
度末

増加 減少
当中間連結会
計期間末

提出会社 平成17年新株予約権 普通株式 4,350 ― 20 4,330 ―

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 4,350 ― 20 4,330 ―

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 100,000 ― ― 100,000 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,000 ― ― 5,000

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計年度末

残高（千円）
前連結会計年
度末

増加 減少
当連結会計年
度末

提出会社 平成17年新株予約権 普通株式 ― 4,490 140 4,350 ―

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― 4,490 140 4,350 ―



  該当事項はありません。 

  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

905,980千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金・ 
定期積立金

―千円

現金及び 
現金同等物

905,980千円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

796,716千円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金・ 
定期積立金

―千円

現金及び 
現金同等物

796,716千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

907,399千円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金・ 
定期積立金

―千円

現金及び
現金同等物

907,399千円

※２ ――――――――― ※２ ――――――――― ※２ 株式の取得により新たに連結

したことに伴う連結開始時の資産

および負債の内訳ならびに株式の

取得価額と取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりであり

ます。 

 
   グローバルパートナーズ株式会社

      （平成17年12月31日現在）

流動資産 206,945千円

固定資産 40,255千円

連結調整勘定 69,968千円

流動負債 △160,465千円

固定負債 △107,636千円

少数株主持分 △22,067千円

グローバルパート

ナーズ㈱株式の取

得価額 27,000千円

グローバルパート

ナーズ㈱株式の現

金及び同等物 △102,614千円

差引：グローバル

パートナーズ㈱取

得のための支出

（△収入） △75,614千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側)

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額および中間期末残高

相当額

勘定科目

取得価額 

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額相 

当額 

（千円）

中間期 

末残高 

相当額 

(千円)

工具器具

及び備品
330,274 325,997 4,277

ソフトウ

ェア
125,910 120,785 5,124

合計 456,185 446,783 9,402

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額および中間期末残高

相当額

勘定科目

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

中間期 

末残高 

相当額 

(千円)

工具器具

及び備品
― ― ―

ソフトウ

ェア
5,625 5,625 ―

合計 5,625 5,625 ―

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額および期末残高相当

額

勘定科目

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円）

期末残高

相当額 

(千円)

工具器具

及び備品
330,274 330,274 ―

ソフトウ

ェア
125,910 125,793 117

合計 456,185 456,068 117

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

およびリース資産減損勘定期末

残高相当額

  

１年内 9,935千円

１年超 ―千円

合計 9,935千円

１年内 ―千円

１年超 ―千円

合計 ―千円

１年内 122千円

１年超 ―千円

合計 122千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失

支払リース料 48,525千円

減価償却費 
相当額

42,348千円

支払利息 
相当額

569千円

支払リース料 123千円

減価償却費
相当額

117千円

支払利息
相当額

0千円

支払リース料 58,378千円

減価償却費
相当額

51,633千円

支払利息
相当額

609千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損

失はありません。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年11月30日) 

時価評価されていない有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年11月30日) 

時価評価されていない有価証券 

  

 
  

前連結会計年度末(平成18年５月31日) 

時価評価されていない有価証券 

  

 
  

  

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 6,000

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 6,000

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 6,000



(デリバティブ取引関係) 

  取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約金額等、時価および評価損益 

(1) 通貨関連 

 
  

(注) １ 時価の算定方法 

  為替予約取引……………先物為替相場によっております。 

  通貨オプション取引……取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ 「契約額等」欄の括弧書きは、契約当初のオプション料であり、評価損益は時価と契約当初のオプション料

との差額であります。また当該契約通貨オプションはゼロコストオプションであり、契約時点でオプション

料は発生しておりません。 

３ 評価差額の△は損失を示しております。 

４ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、開

示の対象から除いております。 

  

前中間連結会計期間 

（平成17年11月30日)

当中間連結会計期間 

（平成18年11月30日)

前連結会計年度 

（平成18年５月31日)

種類
契約額等 

(千円)

契約額等

のうち 

１年超 

(千円)

時価 

(千円)

評価 

損益 

(千円)

契約額等 

(千円)

契約額等

のうち 

１年超 

(千円)

時価 

(千円)

評価損益

(千円)

契約額等 

(千円)

契約額等

のうち 

１年超 

(千円)

時価 

(千円)

評価損益

(千円)

為替予約 

取引

 買建

 米ドル 3,051 ― 3,562 511 23,306 ― 22,976 △330 9,792 ― 9,795 5

通貨オプシ

ョン取引

 売建

 プット ― ― ― ― 22,686 17,220 19,217 5,109 35,256 23,541 24,326 △7,381

（米ドル） （24,326） （16,945）

 買建

 コール ― ― ― ― 26,470 24,138 12,902 74,509 34,754 33,356 87,412 △48,377

（米ドル） （87,412） （39,034）

合計 3,051 ― 3,562 511 72,463 41,359 55,095 79,288 79,802 56,897 121,535 △55,753



(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年６月1日 至 平成18年11月30日）に付与されたストック・オプ

ションはないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

   １ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

   （１）ストック・オプションの内容 

 
    ※ 株式数に換算して記載しております。 

  

   （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

      当連結会計年度（平成18年５月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ 

  プションの数については、株式数に換算して記載しております。 

    ① ストック・オプションの数 

 
  

     ② 単価情報 

 
  

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社の取締役 ６名

当社の監査役 １名

当社の従業員 166名

当社子会社の取締役 ５名

当社子会社の従業員 45名

当社の外部協力者 ２名

ストック・オプションの数（※） 4,490株

付与日 平成17年12月8日

権利確定条件
 付与日（平成17年12月８日）以降、権利確定日（平成
19年12月９日）まで現在の地位（取締役、監査役、従業
員の地位）を継続的に保有していること

対象勤務期間 対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間 ２年間（自 平成19年12月９日 至 平成21年12月８日

平成17年ストック・オプション

期首確定前

 期首 ―

 付与 4,490

 失効 140

 権利確定 ―

 未確定残 4,350

権利確定後

 期首 ―

 権利確定 ―

 権利行使 ―

 失効 ―

 未行使残 ―

（単位：円）

 権利行使時 40,000

 行使時平均株価 ―

 公正な評価単価（付与日） ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日) 

(単位：千円) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

(単位：千円) 

 
  

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

(単位：千円) 

 
(注) １ 事業区分は、事業の種類、性質の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な製品およびサービス 

(1) 教育事業 ………通信教育用教材、デジタルサービス、留学旅行相談斡旋、子供英語教室、イベント 

          webサイト管理運営 

(2) 出版事業 ………月刊誌、単行本 

(3) 研修事業 ………国内・海外研修 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社の管理部門にかか

る費用であり、前中間連結会計期間は230,957千円、当中間連結会計期間は340,720千円、前連結会計年度は

460,097千円であります。 

教育事業 出版事業 研修事業 計
消去 
又は全社

連   結

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,457,939 938,911 497,879 3,894,730 ― 3,894,730

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―  ―

計 2,457,939 938,911 497,879 3,894,730 ― 3,894,730

営業費用 2,113,040 977,629 449,927 3,540,597 230,957 3,771,555

営業利益又は営業損失(△) 344,899 △38,717 47,951 354,132 (230,957) 123,175

教育事業 出版事業 研修事業 計
消去 
又は全社

連   結

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,952,575 899,284 567,566 4,419,426 － 4,419,426

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 2,952,575 899,284 567,566 4,419,426 － 4,419,426

営業費用 2,540,732 894,529 518,233 3,953,495 340,720 4,294,215

営業利益又は営業損失（△） 411,842 4,754 49,333 465,930 (340,720) 125,210

教育事業 出版事業 研修事業 計
消去 
又は全社

連  結

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

5,221,932 2,135,291 1,000,891 8,358,115 － 8,358,115

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 5,221,932 2,135,291 1,000,891 8,358,115 － 8,358,115

営業費用 4,208,272 2,219,070 892,301 7,319,643 460,097 7,779,741

営業利益又は営業損失(△) 1,013,660 △83,778 108,590 1,038,471 (460,097) 578,373



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１株当たり純資産額 5,701円69銭 １株当たり純資産額 16,071円39銭 １株当たり純資産額 7,840円62銭

１株当たり 
中間純利益金額

766円17銭
１株当たり 
中間純利益金額

1,616円65銭
１株当たり
当期純利益金額

2,905円10銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

潜在株式調整後
１株当たり中間 
純利益金額

1,586円64銭

 
   

 当社は新株予約権の付与を行って

おります。 

 当連結会計年度以前における当社

株式は非上場のため市場価格がな

く、また、合理的に期中平均株価を

算定することが困難なため、当連結

会計年度については、「潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額」を

記載しておりません。

前中間連結会計期間末
（平成17年11月30日)

当中間連結会計期間末
（平成18年11月30日)

前連結会計年度末
（平成18年５月31日)

中間連結貸借対照表上の純資産
の部の合計額（千円）

－ 1,831,989 －

普通株式に係る純資産額 
（千円）

－ 1,808,031 －

差額の主な内訳（千円）
 少数株主持分 － 23,957 －

普通株式の発行済株式数（株） － 112,500 －

普通株式の自己株式数（株） － － －

１株当たり純資産の算定に 
用いられた普通株式の数（株）

－ 112,500 －

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

中間連結損益計算書上の中間
(当期)純利益(千円)

72,786 168,047 275,984

普通株式に係る 
中間（当期）純利益(千円)

72,786 168,047 275,984

普通株主に帰属しない金額(千
円)

－ － －

普通株式の期中平均株式数
(株)

95,000 103,948 95,000

中間（当期）純利益調整額
（千円）

－ － －

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要
な内訳（株）
  新株予約権 － 1,965 －

普通株式増加数（株） － 1,965 －

希薄化効果を有しないため、 
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要 
（株）

－ － －



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 新株予約権の発行

 当社は、平成17年11月25日開催

の当社臨時株主総会および取締役

会において、新株予約権の無償に

よる発行を決議し、平成17年12月

８日に下記の要領で発行致しまし

た。

(1) 新株予約権発行の日

  平成17年12月８日

(2) 新株予約権の数

4,820個

(3) 新株予約権の目的となる株式の

種類

普通株式

(4) 新株予約権の目的となる株式の

数

4,820株

(5) 新株予約権の行使期間

平成19年12月９日から

平成21年12月８日まで

(6) 新株予約権の行使価格

40,000円

２ 株式取得による子会社化

 当社は平成17年12月15日取締役

会決議にもとづき、グローバルパ

ートナーズ株式会社と相互の経営

資源を有効に活用することで教育

事業(留学部門)の強化を図るた

め、以下のとおり同社の株式を取

得し子会社としました。

(1) 対象会社の概要

(平成17年11月30日現在)

① 商号

グローバルパートナーズ株式

会社

② 代表者

代表取締役社長 山田 実

③ 本店所在地

東京都新宿区

西新宿二丁目６番１号

④ 主な事業内容

情報サービス業

⑤ 資本金

30,000千円

１ 当社は、平成18年12月21日開催

の当社取締役会において、当社連

結子会社である株式会社スペース

アルクの出資により、新たに連結

対象子会社を設立することにいた

しました。

(1) 設立会社の名称、事業内容、規

模

 ①名称

 株式会社ヒトメディア

 ②事業内容

 当社グループのインターネッ

ト事業（携帯関連事業を含む）

における新たなビジネスの創設

を推進するためのインターネッ

トメディア広告代理店、人材マ

ネジメント、所属人材に関する

製品・サービスならびに権利運

営、webサイト開発・運営、そ

の他インターネットビジネスソ

リューション

 ③規模

 資本金    10,000千円

(2) 設立の時期

 平成18年12月26日

(3) 取得する株式の数、取得価額及

び取得後の持分比率等

 ①発行済株式数   200株

 ②取得株式数    200株

 ③取得価額   10,000千円

 ④持分比率     100％

１ 当社は、平成18年８月25日に株 

 式会社ジャスダック証券取引所に 

 上場いたしました。

 上記の上場にあたり、平成18年

７月21日および平成18年８月４日

の取締役会の決議により、下記の

とおり新株式を発行し、平成18年

８月24日に払い込みが完了いたし

ました。この結果、平成18年８月

25 日 付 け で 資 本 金 は、

255,750,000 円、発行済株式数

110,000株となっております。

(1) 募集方法

 ブックビルディング方式による

一般募集

(2) 発行新株式数

 普通株式 10,000株

(3) 発行価格

 1株につき55,000円

(4) 引受価額

 1株につき51,150円 

 この価額は当社が引受人より１

株当たりの新株式払込金として受

け取った金額であります。なお、

発行価格と引受価額との差額は、

引受人の手取額となります。

(5) 発行価額

 １株につき51,150円

(6) 発行価額総額

 511,500,000円

(7) 資本組入額

 １株につき25,575円

(8) 資本組入総額

 255,750,000円

(9) 払込期日

 平成18年８月24日

(10) 配当起算日

 平成18年６月１日

(11) 資金使途

 設備投資および今後の事業展開

に備えることとし、当面は安全性

の高い金融商品にて運用する予定

であります。



前中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

(2) 株式取得の内容

① 株式取得方法

第三者割当増資の引受け

② 株式取得日

平成17年12月20日

③ 取得株式数

540株

④ 取得価額

27,000千円(１株につき50千

円)

⑤ 取得後の所有割合

45.0％

 (注)取得後のグローバルパートナ

ーズ株式会社の資本金は

60,000千円であります。

   ―――――――――    ―――――――――



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年11月30日)

当中間会計期間末

(平成18年11月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 306,934 166,426 200,463

２ 受取手形 2,060 1,960 3,230

３ 売掛金 1,170,047 1,213,695 1,551,188

４ たな卸資産 896,861 1,039,245 862,398

５ 繰延税金資産 64,212 61,442 61,418

６ その他 59,219 43,157 51,428

貸倒引当金 △22,714 △17,852 △27,357

流動資産合計 2,476,620 53.6 2,508,074 52.6 2,702,770 54.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物 ※２ 228,172 219,087 223,574

(2) 土地 ※２ 496,450 496,450 496,450

(3) 建設仮勘定 116,269 ― 1,516

(4) その他 ※２ 43,937 150,852 167,766

有形固定資産合計 884,830 866,389 889,307

２ 無形固定資産

(1) 商標権 149,746 130,432 140,089

(2) ソフトウェア 190,138 743,460 720,285

(3) ソフトウェア 
  仮勘定

488,957 86,887 60,152

(4) 電話加入権 12,369 12,369 12,369

無形固定資産合計 841,212 973,150 932,897

３ 投資その他の資産

(1) 関係会社株式 214,200 241,200 241,200

(2) 保険積立金 85,296 85,296 85,296

(3) 差入保証金 69,624 69,624 69,624

(4) 破産更生債権 ― 3,049 ―

(5) 繰延税金資産 35,521 7,649 2,887

(6) その他 13,045 15,492 12,620

貸倒引当金 ― △3,049 ―

投資その他の 
資産合計

417,687 419,262 411,627

固定資産合計 2,143,730 46.4 2,258,802 47.4 2,233,833 45.2

Ⅲ 繰延資産 2,750 0.0 ― ― 2,250 0.1

資産合計 4,623,101 100.0 4,766,876 100.0 4,938,853 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年11月30日)

当中間会計期間末

(平成18年11月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 121,613 37,693 48,043

２ 買掛金 254,181 237,297 332,786

３  一年内返済予定の 
    社債

― 400,000 ―

４ 短期借入金 ※２ 160,000 230,000 368,335

５ 一年以内返済予定の 
  長期借入金

※２ 657,440 606,380 691,380

６ 未払金 353,523 343,098 351,529

７ 未払法人税等 926 63,174 77,725

８ 前受金 886,437 258,306 833,522

９ 賞与引当金 74,118 74,031 82,134

10 返品調整引当金 105,600 73,530 131,260

11 その他 ※３ 191,463 171,636 113,008

流動負債合計 2,805,304 60.7 2,495,149 52.4 3,029,724 61.3

Ⅱ 固定負債

１ 社債 800,000 398,250 800,000

２ 長期借入金 ※２ 623,120 321,980 523,520

３ 退職給付引当金 50,342 53,785 49,884

固定負債合計 1,473,462 31.9 774,015 16.2 1,373,404 27.8

負債合計 4,278,767 92.6 3,269,165 68.6 4,403,128 89.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 40,000 0.8 ― ― ― ―

Ⅱ 利益剰余金

１ 任意積立金 39,496 ― ―

２ 中間未処分利益 464,838 ― ―

利益剰余金合計 504,334 10.9 ― ― ― ―

Ⅲ 自己株式 △200,000 △4.3 ― ― ― ―

資本合計 344,334 7.4 ― ― ― ―

負債及び資本合計 4,623,101 100.0 ― ― ― ―



 
  

前中間会計期間末

(平成17年11月30日)

当中間会計期間末

(平成18年11月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 359,687 7.5 40,000 0.8

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金 ― 319,687 ―

(2) その他資本剰余金 ― 55,750 ―

資本剰余金合計 ― ― 375,437 7.9 ― ―

３ 利益剰余金

 その他利益剰余金

   特別償却準備金 ― 59,836 68,164

繰越利益剰余金 ― 702,749 627,560

利益剰余金合計 ― ― 762,586 16.0 695,725 14.1

４ 自己株式 ― ― ― ― △200,000 △4.0

株主資本合計 ― ― 1,497,711 31.4 535,725 10.9

純資産合計 ― ― 1,497,711 31.4 535,725 10.9

負債純資産合計 ― ― 4,766,876 100.0 4,938,853 100.0



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,125,793 100.0 2,787,592 100.0 6,529,866 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 1,498,617 47.9 1,153,056 41.4 3,042,330 46.6

売上総利益
 
 

1,627,175 52.1 1,634,535 58.6 3,487,536 53.4

返品調整引当金 
戻入額

100,200 3.2 131,260 4.7 100,200 1.5

返品調整引当金 
繰入額

105,600 3.4 73,530 2.6 131,260 2.0

差引売上総利益 1,621,775 51.9 1,692,265 60.7 3,456,476 52.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,589,464 50.9 1,612,257 57.8 3,060,649 46.8

営業利益 32,310 1.0 80,007 2.9 395,827 6.1

Ⅳ 営業外収益 ※２ 6,297 0.2 10,657 0.3 9,794 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※３ 27,122 0.8 22,822 0.8 50,024 0.8

経常利益 11,485 0.4 67,842 2.4 355,596 5.4

Ⅵ 特別利益 ※４ 3,861 0.1 52,884 1.9 3,861 0.1

Ⅶ 特別損失 ※５ 708 0.0 304 0.0 7,976 0.1

税引前中間 
(当期)純利益

14,639 0.5 120,421 4.3 351.482 5.4

法人税、住民税 
及び事業税

926 58,346 110,950

法人税等調整額 4,741 5,667 0.2 △4,785 53,560 1.9 40,169 151,120 2.3

中間(当期)純利益 8,971 0.3 66,861 2.4 200,362 3.1

前期繰越利益 455,866 ― ―

中間未処分利益 464,838 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
  

 

  

前事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年５月31日残高(千円) 40,000 ― ― ―

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 319,687 319,687 319,687

 中間純利益 ―

 自己株式の処分 55,750 55,750

 特別償却準備金の取崩し ―

中間会計期間中の変動額合計(千円) 319,687 319,687 55,750 375,437

平成18年11月30日残高(千円) 359,687 319,687 55,750 375,437

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金 利益剰余金 

合計特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成18年5月31日残高(千円) 68,164 627,560 695,725 △ 200,000 535,725 535,725

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 ― 639,375 639,375

 中間純利益 66,861 66,861 66,861 66,861

 自己株式の処分 ― 200,000 255,750 255,750

 特別償却準備金の取崩し △ 8,328 8,328 ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計(千円) △ 8,328 75,189 66,861 200,000 961,985 961,985

平成18年11月30日残高(千円) 59,836 702,749 762,586 ― 1,497,711 1,497,711

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
特別償却準備金 繰越利益剰余金

平成17年5月31日残高(千円) 40,000 19,822 475,540 495,363 △ 200,000 335,363 335,363

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の取崩し 

（前事業年度利益処分）
△ 3,986 3,986 ― ― ―

 特別償却準備金の積立  

（前事業年度利益処分）
23,659 △ 23,659 ― ― ―

 特別償却準備金の取崩し △ 8,770 8,770 ― ― ―

 特別償却準備金の積立 37,439 △ 37,439 ― ― ―

 当期純利益 200,362 200,362 200,362 200,362

事業年度中の変動額合計(千円) ― 48,342 152,020 200,362  ― 200,362 200,362

平成18年5月31日残高(千円) 40,000 68,164 627,560 695,725 △ 200,000 535,725 535,725



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 資産の評価基準お

よび評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式

  移動平均法による原

価法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式

同左

(1) 有価証券

 ① 子会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

     中間決算期末日

の市場価格等に基

づく時価法

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

     中間決算期末日

の市場価格等に基

づく時価法

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

     決算期末日の市

場価格等に基づく

時価法

    (評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法に

より算定しており

ます。）

    (評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定してお

ります。）

    (評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定してお

ります。）

   時価のないもの

     移動平均法によ

る原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

 ① 商品

    総平均法による原

価法

(2) たな卸資産

 ① 商品

同左

(2) たな卸資産

 ① 商品

同左

 ② 製品

    総平均法による原

価法

    なお、製品のうち

書籍については、法

人税法の規定に基づ

く単行本在庫調整勘

定の限度相当額を評

価損として計上し、

中間貸借対照表上は

たな卸資産から直接

控除して表示してお

ります。

 ② 製品

同左

 ② 製品

同左

    なお、製品のうち

書籍については、法

人税法の規定に基づ

く単行本在庫調整勘

定の限度相当額を評

価損として計上し、

貸借対照表上はたな

卸資産から直接控除

して表示しておりま

す。

 ③ 仕掛品 

   個別法による原価法

 ③ 仕掛品

同左

 ③ 仕掛品

同左

 ④ 貯蔵品

   最終仕入原価法によ

る原価法

 ④ 貯蔵品

同左

 ④ 貯蔵品

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。ただし、建物(建物

附属設備を除く)につい

ては定額法を採用してお

ります。

  なお、耐用年数および

残存価額については、法

人税法に規定する方法と

同一の基準によっており

ます。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

  ただし、自社利用のソ

フトウェアについては社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。 

商標権  10年

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  定額法を採用しており

ます。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 繰延資産の処理方

法

(1) 社債発行費

  支払時に全額費用処理

しております。

(1) 社債発行費

同左

(1) 社債発行費

同左

(2) 社債発行差金

  社債の償還期間にわた

り均等に償却しておりま

す。

 （3）―――――

(2) ―――――

（3）株式交付費

    支払時に全額費用処理

しております。     

(2) 社債発行差金

  社債の償還期間にわた

り均等に償却しておりま

す。

（3）―――――

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の

損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当中間会計期間の負

担額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額

を計上しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

(3) 返品調整引当金

  製品(出版物)の返品に

よる損失に備えるため、

当中間会計期間末の売掛

債権を基礎として返品見

込額の売買利益相当額を

計上しております。

(3) 返品調整引当金

同左

(3) 返品調整引当金

  製品(出版物)の返品に

よる損失に備えるため、

当事業年度末の売掛債権

を基礎として返品見込額

の売買利益相当額を計上

しております。

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務に基づき計上しており

ます。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務に

基づき計上しておりま

す。

５ 外貨建の資産およ

び負債の本邦通貨へ

の換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

６ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

同左

(2) 「法人税、住民税及び

事業税」ならびに「法人

税等調整額」の計上方法

  中間会計期間に係る納

付税額および法人税等調

整額は、当中間会計期間

において予定している利

益処分による特別償却準

備金の積立ておよび取崩

しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計

算しております。

(2)「法人税、住民税及び

事業税」ならびに「法人

税等調整額」の計上方法

  中間会計期間に係る納

付税額および法人税等調

整額は、当中間会計期間

において予定している特

別償却準備金の積立てお

よび取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係

る金額を計算しておりま

す。

 

(2) ―――――――

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

   該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

     ―――――

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日)を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影

響はありません。

―――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

―――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等）

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は535,725千円でありま

す。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

      ―――――  （繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い、金融商品に関する会計

基準）

 当中間会計期間より、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第19号）およ

び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日改正 実務対応報告第10号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお前中間会計期間にお

いて繰延資産として計上しておりま

した社債発行差金1,750千円は、当

中間会計期間より、社債から控除し

ております。 

     ―――――



 注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年11月30日)

当中間会計期間末
(平成18年11月30日)

前事業年度末 
(平成18年５月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

259,205千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

303,680千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

273,205千円

※２ 担保資産および担保付債務

 (1) 担保に供している資産

建物 202,066千円

その他 3,859千円

土地 490,000千円

計 695,925千円

※２ 担保資産および担保付債務

 (1) 担保に供している資産

建物 194,069千円

その他 3,846千円

土地 490,000千円

計 687,915千円

※２ 担保資産および担保付債務

 (1) 担保に供している資産

建物 198,061千円

その他 4,090千円

土地 490,000千円

計 692,152千円

 (2) 上記に対する債務

短期借入金 50,000千円

一年以内 
返済予定の 
長期借入金

305,720千円

長期借入金 311,700千円

計 667,420千円

 (2) 上記に対する債務

短期借入金 200,000千円

一年以内
返済予定の 
長期借入金

283,300千円

長期借入金 267,000千円

計 750,300千円

 (2) 上記に対する債務

短期借入金 100,000千円

一年以内
返済予定の 
長期借入金

318,300千円

長期借入金 329,000千円

計 747,300千円

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しておりま

す。

 ４   ―――――

  

 

※３ 消費税等の取扱い

同左

 
 
 
 

 ４ コミットメントライン

   当社においては、資金の効率

的な調達を行うことを目的に、

取引銀行1行と当座貸越契約及

び特定融資枠（コミットメント

ライン）契約を締結しておりま

す。 

 当中間会計期間末における当

座貸越契約及び特定融資枠（コ

ミットメントライン）契約に係

る借入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越限度額
及び特定融資枠
(コミットメン
トライン)契約
の総額

500,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 300,000千円

※３   ―――――

 
 
 

 ４    ―――――

     

 



(中間損益計算書関係) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品中間期末たな卸高に対し法

人税法の規定による単行本在庫

調整勘定の繰入限度額の洗替え

による評価減をおこない売上原

価に算入しております。

当期繰入額 265,320千円

当期戻入額 191,040千円

差引 74,280千円

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品中間期末たな卸高に対し法

人税法の規定による単行本在庫

調整勘定の繰入限度額の洗替え

による評価減をおこない売上原

価に算入しております。

当期繰入額 181,970千円

当期戻入額 187,030千円

差引 △5,060千円

※１ 当社の製品のうち出版事業の

製品期末たな卸高に対し法人税

法の規定による単行本在庫調整

勘定の繰入限度額の洗替えによ

る評価減をおこない売上原価に

算入しております。

当期繰入額 187,030千円

当期戻入額 191,040千円

差引 △4,010千円

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 38千円

受取手数料 1,200千円

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 233千円

受取手数料 1,200千円

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。

受取利息 83千円

受取手数料 2,400千円

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。

支払利息 15,152千円

社債利息 4,370千円

社債発行費 4,400千円

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。

支払利息 14,431千円

社債利息 4,870千円

株式交付費 1,674千円

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。

支払利息 30,506千円

社債利息 8,740千円

社債発行費 4,400千円

 

※４ 特別利益のうち主要なものは

次のとおりであります。

前期損益修正益 3,861千円

※４ 当社では、平成18年５月に新

顧客管理システムを完成させ使

用開始いたしました。また、平

成18年10月に旧顧客管理システ

ムより全てのデータを移管して

おります。 

 新旧システムのデータ移管

後、システムの保有するデータ

との整合性等を精査してまいり

ましたが、旧顧客管理システム

の保有する個人別前受金残高の

うち、過年度における個人顧客

別前受金の売上高への振替処理

が不足となっていることが判明

いたしました。 

 これに伴う過年度の修正額は

以下のとおりであります。

過年度損益修正益 52,884千円

※４ 特別利益のうち主要なものは

次のとおりであります。

  過年度給与手当等 3,861千円

  

 

※５ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。

固定資産除却損 708千円

 (工具器具 
  及び備品

663千円)

 (構築物 44千円)
 

※５ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。

固定資産除却損 304千円

 (工具器具
  及び備品

304千円)

※５ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。

固定資産除却損 7,976千円

(工具器具
 及び備品 859千円)

(ソフトウェア 7,072千円)

(構築物 44千円) 

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 11,747千円

無形固定資産 45,891千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 33,336千円

無形固定資産 111,692千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 27,986千円

無形固定資産 102,147千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

１ 自己株式の種類及び総数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   市場への処分による減少 5,000株 

  

前事業年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

１ 自己株式の種類及び総数に関する事項 

 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 5,000 ― 5,000 ―

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,000 ― ― 5,000



(リース取引関係) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計相当額および中間期末残高相

当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計相当額および中間期末残高相

当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計相当額および期末残高相当額

勘定科目

取得価額 

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円）

中間期 

末残高 

相当額 

（千円）

工具器具

及び備品
205,194 200,917 4,277

ソフトウ

ェア
74,492 69,368 5,124

合計 279,687 270,285 9,402

勘定科目

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却

累計額 

相当額 

（千円）

中間期 

末残高 

相当額 

（千円）

工具器具

及び備品
― ― ―

ソフトウ

ェア
5,625 5,625 ―

合計 5,625 5,625 ―

勘定科目

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円）

期末残高

相当額 

（千円）

工具器具

及び備品
205,194 205,194 ―

ソフトウ

ェア
74,492 74,375 117

合計 279,687 279,570 117

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

およびリース資産減損勘定期末残

高相当額

  

１年内 9,935千円

１年超 ―千円

合計 9,935千円

１年内 ―千円

１年超 ―千円

合計 ―千円

１年内 122千円

１年超 ―千円

合計 122千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額および減損損

失

支払リース料 35,870千円

減価償却費 
相当額

33,601千円

支払利息相当額 486千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額および減損損

失

支払リース料 123千円

減価償却費
相当額

117千円

支払利息相当額 0千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額および減損損

失

支払リース料 45,723千円

減価償却費
相当額

42,886千円

支払利息相当額 526千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失

はありません。

（減損損失について）

同左

 

（減損損失について）

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成17年11月30日） 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末（平成18年11月30日） 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末（平成18年５月31日） 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  



(１株当たり情報) 

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１株当たり純資産額 3,624円57銭 １株当たり純資産額 13,312円99銭 １株当たり純資産額 5,639円21銭

１株当たり 
中間純利益金額

94円43銭
１株当たり 
中間純利益金額

643円22銭
１株当たり
当期純利益金額

2,109円08銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

潜在株式調整後   
１株当たり中間   
純利益金額

631円28銭
 当社は新株予約権の付与を行って

おります。 

 当事業年度以前における当社株式

は、非上場のため市場価格がなく、

また、合理的に期中平均株価を算定

することが困難なため、当事業年度

については、「潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額」を記載して

おりません。

前中間会計期間末
(平成17年11月30日)

当中間会計期間末
(平成18年11月30日)

前事業年度末 
(平成18年５月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の
合計額（千円）

― 1,497,711 ―

普通株式に係る純資産額 
（千円）

― 1,497,711 ―

普通株式の発行済株式数（株） ― 112,500 ―

普通株式の自己株式数（株） ― ― ―

１株当たり純資産の算定に用い
られた普通株式の数（株）

― 112,500 ―

前中間会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

中間損益計算書上の中間(当
期)純利益(千円)

8,971 66,861 200,362

普通株式に係る中間(当期)純
利益(千円)

8,971 66,861 200,362

普通株主に帰属しない金額(千
円)

― ― ―

普通株式の期中平均株式数
(株）

95,000 103,948 95,000

中間(当期)純利益調整額 

(千円)
― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要

な内訳（株） 

  新株予約権

 
 
 
 
―

 
 
 
 

1,965

 
 
 
 
―

普通株式増加数（株） ― 1,965 ―

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

まれなかった潜在株式の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

前中間会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

１ 新株予約権の発行

 当社は、平成17年11月25日開催

の当社臨時株主総会および取締役

会において、新株予約権の無償に

よる発行を決議し、平成17年12月

８日に下記の要領で発行致しまし

た。

(1) 新株予約権発行の日

平成17年12月８日

(2) 新株予約権の数

4,820個

(3) 新株予約権の目的となる株式の

種類

普通株式

(4) 新株予約権の目的となる株式の

数

4,820株

(5) 新株予約権の行使期間

平成19年12月９日から

平成21年12月８日まで

(6) 新株予約権の行使価格

40,000円

２ 株式取得による子会社化

 当社は平成17年12月15日取締役

会決議にもとづき、グローバルパ

ートナーズ株式会社と相互の経営

資源を有効に活用することで教育

事業(留学部門)の強化を図るた

め、以下のとおり同社の株式を取

得し子会社としました。

(1) 対象会社の概要

(平成17年11月30日現在)

 ① 商号

   グローバルパートナーズ株式

会社

 ② 代表者 

   代表取締役社長 山田 実

 ③ 本店所在地

   東京都新宿区西新宿二丁目６

番１号

 ④ 主な事業内容 

   情報サービス業

 ⑤ 資本金 

   30,000千円

 

     ―――――

 当社は、平成18年８月25日に株式

会社ジャスダック証券取引所に上場

いたしました。 

 上記の上場にあたり、平成18年７

月21日及び平成18年８月４日開催の

取締役会の決議により、下記のとお

り新株式を発行し、平成18年８月24

日に払込が完了いたしました。この

結果、平成18年８月25日付で資本金

は、255,750,000円、発行済株式数

110,000株となっております。

(１) 募集方法

 ブックビルディング方式に

よる一般募集

(２) 発行新株式数

 普通株式数  10,000株

(３) 発行価格

 １株につき55,000円

(４) 引受価格

 １株につき51,150円

 この価額は当社が引受人より 

１株当たりの新株式払込金とし

て受け取った金額であります。

なお、発行価格と引受価格との

差額は、引受人の手取金となり

ます。

(５) 発行価格

 １株につき51,150円

(６) 発行価額総額

 511,500,000円

(７) 資本組入額

 １株につき25,575円

(８) 資本組入総額

 255,750,000円

(９) 払込期日

 平成18年８月24日

(10) 配当起算日

 平成18年６月１日

(11) 資金使途

 設備投資及び今後の事業展開 

に備えることとし、当面は安全

性の高い金融商品にて運用する

予定であります。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年６月１日
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年６月１日
至 平成18年11月30日)

前事業年度
(自 平成17年６月１日
至 平成18年５月31日)

(2) 株式取得の内容

① 株式取得方法

第三者割当増資の引受け

② 株式取得日

平成17年12月20日

③ 取得株式数

540株

④ 取得価額

27,000千円(１株につき50千

円)

⑤ 取得後の所有割合

45.0％

 (注)取得後のグローバルパートナ

ーズ株式会社の資本金は

60,000千円であります。

   ―――――――――    ―――――――――



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出までの間に、次の書類を提出しております。 

 
  

  

  

  

  

  

  

（１）
有価証券届出書及び 
その添付書類

有償一般募集増資（ブックビルディング方式による募集）及び  
株式売出し（ブックビルディング方式による売出し）

平成18年７月21日
関東財務局長に提出。

（２）
有価証券届出書の  
訂正届出書

上記（１）に係る訂正届出書であります。
平成18年８月７日及び
平成18年８月16日
関東財務局長に提出。

（３）
有価証券報告書及び 
その添付書類

事業年度（第３期） 
（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日）

平成18年８月31日
関東財務局長に提出。

（４） 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号     
（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

平成18年９月７日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成18年７月21日

株式会社 アルク 
  
取締役会 御中 
  

太陽ＡＳＧ 監査法人 
  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルクの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成17年６月１日から平成17年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルク及び連結子会社の平成17年11月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年６月１日から平成17年11月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

  

  

  

  

  

代表社員
公認会計士 稲 村 榮 典 ㊞

業務執行社員

業務執行社員 公認会計士 小 坂 義 人 ㊞

業務執行社員 公認会計士 柳 下 敏 男 ㊞

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成19年２月19日

株式会社 アルク 
  
取締役会 御中 
  

太陽ＡＳＧ 監査法人 
  
 

  
 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルクの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルク及び連結子会社の平成18年11月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記事項 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、連結会社

は当中間連結会計期間から「企業結合に係る会計基準」及び「事業分離等に関する会計基準」を適用し

ているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、連結会社

は当中間連結会計期間から「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」及び「金融商品に関する会計

基準」を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

代表社員
公認会計士 稲 村 榮 典 ㊞

業務執行社員

業務執行社員 公認会計士 小 坂 義 人 ㊞

業務執行社員 公認会計士 柳 下 敏 男 ㊞

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成18年７月21日

株式会社 アルク 
  
取締役会 御中 
  

太陽ＡＳＧ 監査法人 
  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルクの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第３期事業年度の中間会計期間

（平成17年６月１日から平成17年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社アルクの平成17年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成17年６月１日から平成17年11月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

  

  

  

  

  

  

代表社員
公認会計士 稲 村 榮 典 ㊞

業務執行社員

業務執行社員 公認会計士 小 坂 義 人 ㊞

業務執行社員 公認会計士 柳 下 敏 男 ㊞

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成19年２月19日

株式会社 アルク 
  
取締役会 御中 
  

太陽ＡＳＧ 監査法人 
  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルクの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第４期事業年度の中間会計期間

（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社アルクの平成18年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

追記事項 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会

計期間から「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」及び「金融商品に関する会計基準」を適用して

いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

  

  

  

代表社員
公認会計士 稲 村 榮 典 ㊞

業務執行社員

業務執行社員 公認会計士 小 坂 義 人 ㊞

業務執行社員 公認会計士 柳 下 敏 男 ㊞

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結株主資本等変動計算書
	⑤中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/69
	pageform2: 2/69
	form1: EDINET提出書類  2007/02/28 提出
	form2: 株式会社アルク(941885)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/69
	pageform4: 4/69
	pageform5: 5/69
	pageform6: 6/69
	pageform7: 7/69
	pageform8: 8/69
	pageform9: 9/69
	pageform10: 10/69
	pageform11: 11/69
	pageform12: 12/69
	pageform13: 13/69
	pageform14: 14/69
	pageform15: 15/69
	pageform16: 16/69
	pageform17: 17/69
	pageform18: 18/69
	pageform19: 19/69
	pageform20: 20/69
	pageform21: 21/69
	pageform22: 22/69
	pageform23: 23/69
	pageform24: 24/69
	pageform25: 25/69
	pageform26: 26/69
	pageform27: 27/69
	pageform28: 28/69
	pageform29: 29/69
	pageform30: 30/69
	pageform31: 31/69
	pageform32: 32/69
	pageform33: 33/69
	pageform34: 34/69
	pageform35: 35/69
	pageform36: 36/69
	pageform37: 37/69
	pageform38: 38/69
	pageform39: 39/69
	pageform40: 40/69
	pageform41: 41/69
	pageform42: 42/69
	pageform43: 43/69
	pageform44: 44/69
	pageform45: 45/69
	pageform46: 46/69
	pageform47: 47/69
	pageform48: 48/69
	pageform49: 49/69
	pageform50: 50/69
	pageform51: 51/69
	pageform52: 52/69
	pageform53: 53/69
	pageform54: 54/69
	pageform55: 55/69
	pageform56: 56/69
	pageform57: 57/69
	pageform58: 58/69
	pageform59: 59/69
	pageform60: 60/69
	pageform61: 61/69
	pageform62: 62/69
	pageform63: 63/69
	pageform64: 64/69
	pageform65: 65/69
	pageform66: 66/69
	pageform67: 67/69
	pageform68: 68/69
	pageform69: 69/69


